
最新値 目標値 達成度 評価

指標の

ウエイト

1 b 87.5 86.4 101.3% a 1.00

2 a 301 274 109.9% a 1.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

ａ ａ

２　市民生活実感評価 *この評価は，毎年５月頃に実施している京都市市民生活実感調査のアンケート結果を基にしています。

そう思う

どちらとも

言えない

どちらかと

言うとそう

思わない

そう思わ

ない

有効回答

者数

評価

35 186 38 14

7.5% 39.7% 8.1% 3.0%

b ｂ

27年度

323

設問 27年度 28年度

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

4

‐

‐

コミュニティ・スクールなど開かれた学校づくりを

推進する学校・幼稚園の割合(％）

総合支援学校高等部職場実習の受入企業・事

業所数（社）

‐

‐

a

‐

‐

29年度回答

客観指標総合評価

1

85.3

2

3

a

どちらかと言

うとそう思う

保護者や地域のひとびとが学校のさま

ざまな活動に参画するなど，地域ぐる

みの教育が進んでいる。

b b

196

41.8%

‐ - ‐

‐

b

‐
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施策番号 1801

施策名 市民ぐるみの教育の推進

　家庭や地域，さらに大学や産業界，NPO等の学校教育への参画を進め，社会の宝

である子どもたちを地域ぐるみで育む取組を一層推進する。

概要

施策に関係する

主な分野別計画等

担当局・部室

上位政策 18　学校教育

教育委員会・生涯学習部

5

共管局・部室

市民生活実感調査総合評価

28年度

29年度評価

前回値

指標名

‐

１　客観指標評価

施策の評価

‐

‐ - ‐

ｂ

‐ - ‐

‐ - ‐



３　総合評価（客観指標総合評価＋市民生活実感調査総合評価）

ａ ｂ

 

 

＜この施策を構成する事務事業＞

46,063 46,220

35,689 37,495

＜今後の方向性＞

・学校運営協議会については，地域ぐるみの教育，開かれた学校づくりの核として，全小学校への設置など

市町村別で全国最多数の学校に設置している。新学習指導要領の中核的な理念である「社会に開かれた教育

課程」の趣旨を踏まえ，今後も中学校や小中合同の学校運営協議会等の設置を拡大し，地域や保護者の方々

に学校教育に参画いただきながら，学校・家庭・地域の協働体制のもとで，学校運営の改善・充実を推進し

ていく。

・総合支援学校高等部職場実習の受入企業・事業所数については，3校の職業学科を中心に，引き続き実習

受入先企業・団体の更なる開拓・啓発に取り組み，その増加を図る。

＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。

15

12

13

14

今後の方向性の検討

事業名

9

10

　本施策に係る事業については，多くの学校での展開を目的としているが，全校・全学区一律に展開で

きるものではなく，かつ，効果がすぐには市民生活に反映されにくいため，客観指標を重視する。

（原因分析）客観指標総合評価

ｂ評価以上であり，施策の効果が客観指標に表れている。

□ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

27

年

度

A

（原因分析）市民生活実感調査総合評価

ｂ評価以上であり，施策の効果が市民の実感に表れている。

□ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

教育委員会

教育委員会

1 開かれた学校づくり 良い

2 「学生ボランティア」学校サポート事業 良い

3

4

5

11

重み付け

A

施策の目的が十分に達成されている

□　市民の実感 　客観指標

28

年

度

A

（重み付けの理由）

事業費の状況（千円）
29年度事務事業

評価結果における

目標達成度評価

担当局

28年度

決算額

29年度

予算額

6

7

8



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 101.3%

数値 目標年次 達成度

数値 93.8 32年度 93.3%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

27 28 29

a b a

１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 109.9%

数値 目標年次 達成度

数値 300 32年度 100.3%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

27 28 29

‐ a a

最新数値の目標値に対する達成度が

a：100%以上

b：80%以上

c：60%以上～80%未満

d：40%以上～60%未満

e：40%未満

100％以上をａとし，以下20％刻みで基

準を設定した。

全国順位

中長期目標

22社減 274

根拠

京プラン実施計画　第2ステージ

数値 根拠

32年度中長期目標値を段階的に達成し

ていくために，当該年度に達成すべき

数値

備考

総合支援学校高等部職場実習の受入企業・事業所数

総合支援学校高等部卒業生の自立的な社会参加

に向けた教育の推進状況を示す指標

出典：事業担当課調べ

前回数値 最新数値

推移

目標値

27年度 28年度

323 301

指標名 総合支援学校高等部職場実習の受入企業・事業所数（社）

担当課 総合育成支援課 連絡先 ３５２－２２８５

最新数値の目標値に対する達成度が

a：100%以上

b：80%以上～100%未満

c：60%以上～80%未満

d：40%以上～60%未満

e：40%未満

100％以上をａとし，以下20％刻みで基

準を設定した。

全国順位

中長期目標

2.2ポイント増 86.4

平成32年度までに達成すべき

数値（平成29年度88.1％，平

成30年度90.4％，平成31年度

92.2％）

開校・閉校による学校数の増

減により，中長期目標値を変

更

根拠

全小学校への設置完了に続き，70中学

校への設置を目標とする。

数値 根拠

中長期目標値(32年度)を段階的に達成

していくために，当該年度に達成すべ

き数値

備考

学校運営協議会の全市立学校・幼稚園に対する指定校割合

※学校運営協議会…地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき設置。本市では，単に法律に基づいた承認機関とし

てでなく，学校の応援団となる制度設計を行い，保護者・地域等が参画した地域ぐるみの教育を推進

市民ぐるみの教育の充実に向けた，地域に開か

れた学校づくりの推進状況を示す指標

出典：事業担当課調べ

前回数値 最新数値

推移

目標値

27年度 28年度

85.3 87.5

担当課 学校地域協働推進担当 連絡先 ２５１－０４５６

施策名 1801 市民ぐるみの教育の推進

指標名 コミュニティ・スクールなど開かれた学校づくりを推進する学校・幼稚園の割合(％）


